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7． 環境調査項目に係る変化の程度及び変化の及ぶ範囲並びに予測の方法 
7-1 水環境 

7-1-1 流 況  

１） 予測の概要  

「日本全国沿岸海洋誌,第 26 章佐渡海峡,1985 年」によると、「佐渡海峡にお

ける流況の特徴は潮流が弱く、一般的には 0.5 ノット程度の北東の流れが卓越

しているが、南西方向へ流れることも多く、北東流が 65％、南西流が 35％で

ある。海岸付近の流れは、流向は夏季から冬季にかけて北東を中心とした陸岸

にほぼ平行した下り潮と上り潮が卓越し、北東方向の流れの出現が多い。」と

されている（図  7.1 参照）。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：日本全国沿岸海洋誌 ,第 26 章佐渡海峡 ,Ⅱ  物理 ,1985 年  

図 7.1 佐渡海峡の季節別の流向・流速  

このように当該海域は陸岸に平行な東流と西流がみられる海域であること

から、それぞれの流況パターンをモデルで表現することが必要である。本調査

では、この流れの特徴を表現できる計算を実施し、浚渫土砂の海洋投入による

水質（SS）や堆積の影響評価を検討するための基本的な流れの場を検討した（表 

7.1 参照)。  

表 7.1 計算ケース（流況）  

流況パターン  流況計算  
東 流  ○ 
西 流  ○ 

 

凡 例 

安定度（％） 

A：80～100 

B：60～80 

C：40～60 

Ｄ：20～40 

Ｅ：0～20 

Ａ 

0.2 

流向 

安定度 

流速(ノット) 

排出海域 排出海域 

排出海域 排出海域 
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２） 予測方法  

(1) 予測手順  

当該海域の流況の予測手順を図 7.2 に示す。  

流 況 計 算  
現地調査結果 

（モデルの妥当性の検証) 

潮流と平均流（東流・西流） 

 

計 算 条 件 の 設 定  

水質(SS)計算へ 

 

図 7.2 流況の予測手順（流況）  

(2) 予測モデル  

流動モデルは 3 次元レベルモデルを使用し、基本方程式は以下のような連続

の式、運動方程式、水温・塩分の拡散方程式である。 

＜連続の式＞ 

0
z
w

y
v

x
u

 

＜運動方程式＞ 
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＜水温・塩分の保存式＞ 
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右辺の F は平均的な流れと別に短時間の流れの強弱、方向の変化によって海

水が混合され、運動、水温、塩分が一様化される効果で、以下の式で表される。 
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ここで、 

x, y, z :右手系の直交座標系、上向きを正 

u, v, w :x, y, z 方向の流速成分 

p  :圧力 

θ  :水温 

S  :塩分 

f  :コリオリ係数 

ρ0  :代表密度 

ρ  :密度 

KM :鉛直渦動粘性係数 

KH :鉛直渦拡散係数 

AM :水平渦動粘性係数 

AH :水平渦拡散係数 

g  :重力加速度 

t  :時間 

である。 
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図 7.3 モデルの座標系の概略  

 

(3) 計算条件  

① 計算範囲と格子間隔  

計算格子は浚渫土砂の海洋投入により堆積が生じると想定される範囲を 50

ｍ格子で分割した。また、50ｍ格子の外側領域は 150ｍ格子とし、想定される

濁りの拡散範囲とした。さらに、その外側領域に 450ｍ格子の領域を設定した。

このように、段階的に計算格子を大きくすることで着目したい範囲を詳細に表

現した。  

土砂の堆積や濁りの拡散範囲を想定した計算範囲の設定は、既往資料*2 を参

考にした。  

計算範囲は新潟西港前面海域とし、図  7.4 に示す範囲とした。  
 

                                                        
*2：平成 16 年度浚渫土砂の海洋投入及び有効利用に関する検討調査報告書  

（平成 17 年 3 月、国土交通省関東地方整備局港湾空港部海洋環境・海岸課） 
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図 7.4 計算範囲  

② 水 深  

各計算領域の水深を作成し、図  7.5（1）～（3）に水深の分布を計算領域別

に示した。計算格子の水深は、当該海域では深浅測量成果（下記参考図）を用

い、周辺海域については、「沿岸の海の基本図デジタルデータ」（1971 年 9 月

発行、（財）日本水路協会）を用いて設定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 新潟港（西港地区）周辺の海底地形：平成 17 年度  

450m 格子  

150m 格子  

50m 格子  
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図 7.5（1） 水深（大領域、450m 格子）  

 
図 7.5（2） 水深（小領域、150m 格子）  

排出海域 

排出海域 



 

 - 118 - 

 
 

図 7.5（3） 水深（排出海域、50m 格子）  

 

排出海域 
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③ 層区分  

鉛直方向の層区分は、浚渫土砂の投入海域の水深を勘案して決定した。層区

分は以下のとおりである。  

第 1 層：0～2ｍ  

第 2 層：2～5ｍ  

第 3 層：5～10ｍ  

第 4 層：10～30ｍ  

第 5 層：30～60ｍ  

第 6 層：60ｍ～海底  

 
④ 境界条件  

a) 潮 位  

図 7.6 に示す開境界において、当海域の代表的な分潮として 1 日周期の K1

＋O1 分潮の水位変動を与えた。  

境界に設定した値は、海上保安庁水路部発行、書誌 742 号（平成 4 年 2 月発

刊）日本沿岸潮汐調和定数表の新潟東港および新潟西港を参考に設定した。  

開境界の端点における設定値を表  7.2 に示す。端点間（A-B 間、B-C 間、C-D

間）の各格子の潮位条件は、端点の設定値を内挿して設定した。  

 

表 7.2 開境界の潮位条件 

地 点  A B C D 
振幅(cm) 10.9 10.7 10.5 10.7 
遅角(度) 2.0 2.0 0.0 0.0 

平均水面からの高さ(cm) 1.0 0.0 0.0 1.0 
 

  
図 7.6 開境界の位置  

A 

B C 

D 

排出海域 
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b) 水温・塩分  

海域の水温・塩分の境界値は、新潟県水産海洋研究所が平成 14 年度～平成

16 年度に実施した新潟沖の水温・塩分調査結果を用いた。  
 

⑤ 淡水流入量  

計算で考慮した河川は、信濃川および阿賀野川とした。各河川の淡水流入量

は、平成 7～16 年（10 年間）の年平均値とした。また、流入する淡水の水温に

ついては、公共用水域水質測定結果より年平均値を設定した。対象河川の平均

流量と水温を表  7.3 に示す。  

表 7.3 対象河川の平均流量と水温  

項 目  流量(m3/s) 水温(℃) 
信濃川（帝石橋）  351.53 13.0（万代橋） 
阿賀野川（横越）  414.56 14.1（松浜橋） 

注）1.帝石橋における 10 年間の年平均値は 381.53(m3/s)であるが、関屋分水

への流量分配（30m3/s）を考慮した。  
注）2. 帝石橋、横越観測所は水温データを取得していないため、最も近い

観測所のデータを採用した  
 
 

⑥ 気象条件  

気象条件は、気象庁の新潟地方気象台における地上気象観測の平年値を用い

た。この平年値は 1971～2000 年（30 年間）の統計値である。  

 
表 7.4 気象データ一覧（平年値）  

項 目  単 位  設定値  
気 温  ℃ 13.5 
雲 量  10 分比  7.7 

全天日射量  MJ/m2 11.8 
相対湿度  ％ 73 
風 向  16 方位（最多風向）  S 
風 速  m/s 3.5 
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⑦ 諸係数  

流況の計算に使用したパラメータを表  7.5 に示す。  
 

表 7.5 流況の計算に使用したパラメータ  

項 目  設定値  
海面摩擦係数  本多・光易(1980) *3の実験式風速 3.5m/s を用いた。風速

3.5m/s（1971～2000 年の平均）から 0.0012 とした。  
海底摩擦係数  海底近傍での流速分布をカルマン定数と粗度高さを用

いた対数分布則により得られる値を設定した。粗度高さ

は 0.1cm とした。  
水平渦動粘性係数  
水平渦拡散係数  

Smagorinsky(1963)*4 の方法により設定した。この方法の

中で用いられる比例定数 CM,H は 0.1 とし、設定値の最小

値は 1.0×103、最大値は 1.0×107(cm2/s)とした。  
鉛直渦動粘性係数  
鉛直渦拡散係数  

Munk and Anderson(1948)*5 によるリチャードソン数に

依存する関数を用いた。求まる係数の最大値を 5.0 とし

た。  
コリオリパラメータ  f=2ωsinφ（ 地 球 自 転 の 角 速 度 (ω=2π/24×3600)、 緯 度

φ=38.0゜）  
タイムステップ  陽解法を用い、この計算安定条件から、450m 格子：10

秒、150m 格子：2 秒、50m 格子：1 秒とした。  
積分時間  初期の擾乱が消え、流動場が完全に安定するまでの 120

時間（5 日間）とした。  
最小層厚  最小層厚は 0.1m とし、各計算格子に対して６層の層分

割を行った際に、最下層の層厚が 0.1m 未満であった場

合、その格子の層厚は全て 0.1m とした。  
 

 

                                                        
*3本多忠夫・光易 恒(1980):水面に及ぼす風の作用に関する実験的研究,第 27 回海岸工学

講演会論文集,90-93. 
*4 J.Smagorinsky(1963)：General Circulation Experiments with the Primitive Equations Ⅰ . 

The Basic Experiment, Monthly Weather Review, 91, 99-164. 
*5 Munk, W.h. and E.R. Anderson (1948)： Notes on a theory of the thermocline, J.Mar.Res., 

7,276-295. 
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パラメータの設定は以下のとおりである。  

・海面摩擦係数  

海面摩擦は、海面における風と海水との摩擦によって風の持つ運動量が海水に移

動する効果を表し、風速の 2 乗に比例する形で表現される。  

  

τa  ：海面摩擦項(g/cm/s2) 

Cd  ：海面摩擦係数  

ρa  ：大気密度(g/cm3) 

W  ：風速ベクトル(m/s) 

海面摩擦係数については、本多・光易(1980) の研究で以下のような実験式が求

められている。  

Cd=(1.29-0.024Ｗ)×10-3  ：Ｗ＜8m/s （採用）  

（Cd=(0.581+0.063Ｗ)×10-3 ：Ｗ≧8m/s）  

Ｗ：風速(m/s) 

本計算で考慮した風速 3.5m/s より、海面摩擦係数は 0.0012 とした。  

 

・水平渦動粘性係数、水平渦拡散係数  

本調査では、Smagorinsky(1963)*6 による経験式を適用し、水平渦動粘性係数(AM)、

水平渦拡散係数(AH)は次式で表される。 

2/1222

,, 2
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y
v

x
u

y
u

x
vyxCA HMHM  

CM、CH は経験的な定数で 0.05～0.5 程度の値を取るとされている。本計算では

0.1 を用いて、計算で求められる流速から水平渦動粘性係数および水平渦拡散係数

を逐次計算で求めた。  
 

                                                        
*6 J.Smagorinsky(1963)：General Circulation Experiments with the Primitive Equations Ⅰ . The 

Basic Experiment, Monthly Weather Review, 91, 99-164. 
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・鉛直渦動粘性係数、鉛直渦拡散係数  

鉛 直 渦 動 粘 性 係 数 (KM) 、 鉛 直 渦 拡 散 係 数 (KH) に つ い て は 、 Munk and 

Anderson(1948)*7 を適用した。この方法で、求まる係数の最大値を 5.0 とした。  

鉛直渦動粘性係数(KM )、鉛直渦拡散係数(KH )は、以下の様に表される。  

MBMM K
z
UlK   2  

HBHH K
z
UlK   2  

ΨM = (1+10Ri)-1/2 

ΨH = (1+3.33Ri)-3/2 

R

g
z

U
z

i 2  

2/1

1
H
z

H
zHl  

KMB ：バックグラウンドの鉛直渦動粘性係数(=0.05 cm2/s) 

KHB ：バックグラウンドの鉛直渦拡散係数(=0.05 cm2/s) 

κ ：カルマン定数(=0.4) 

z ：基準面からの鉛直座標値  

H ：水深(cm) 

U ：水平流速(cm/s) 

l ：混合距離(cm) 
 

 

                                                        
*7 Munk, W.h. and E.R. Anderson (1948): Notes on a theory of the thermocline, J.Mar.Res., 

7,276-295. 
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・コリオリパラメータ  

コリオリ項は地球自転の影響によって運動する物体に働く見かけ力を表し、

次式で表される。  

Cx=f･v  

Cy=-f･u 

ここで、  

Cx,Cy ：コリオリ力の x,y 成分  

f ：コリオリ係数(1/s) 

u,v ：流速の x,y 成分(cm/s) 

コリオリ係数は、f=2ωsinφ と表され、  

ω ：地球自転の角速度(ω=2π/24×3600) 

φ ：緯度  

本計算での緯度 φ は、排出海域の緯度（N37°59'57.486"）から 38.0゜とした。 

 
・タイムステップ  

流況  

流況計算では陽解法を用いており、この計算安定条件は次式で与えられる。 

max2 hg
st   

Δs ：格子間隔(cm) 

g ：重力加速度(cm/s2) 

hmax ：計算領域内の最大水深(cm) 

本計算のタイムステップは、450m 格子を 10 秒、150m 格子を 2 秒、50m 格

子を 1 秒とした。  

 
・積分時間  

流動シミュレーションでは独特の初期の擾乱が消え、流動場が完全に安定す

るまでを計算期間とし、120 時間（5 日間）の積分を行った。  

 
・最小層厚  

最小層厚は 0.1m とし、各計算格子に対して 6 層の層分割を行った際に、最

下層の層厚が 0.1m 未満であった場合、その格子の層厚は全て 0.1m とした。  
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３） 予測結果  

(1) 予測モデルの検証  

潮流及び恒流について、観測値と計算値を比較することによりモデルの検証

を行うこととした。比較に用いるデータについては、既往の調査結果（「新潟

港港湾計画資料（その 2）」（平成 12 年 7 月、新潟港港湾管理者））における

流況の観測値とした。当該調査では、新潟港港湾区域及びその周辺海域で潮流

調査（冬季と春季）を実施しており、予測海域全体の流れの状況が把握されて

いると考える。冬季の調査時期は平成 6 年 12 月 10 日～12 月 24 日、春季の調

査時期は平成 7 年 3 月 8 日～3 月 23 日である。 

物質輸送は往復流である潮流よりも、一方向に流れる恒流の役割が大きい*8。

この海域の潮差は 0.2～0.4ｍであり*9、流れに含まれる周期成分は小さく、恒

流と日周期成分の比は冬季の平均で 0.94、春季の平均で 1.50 である。（例とし

て太平洋側では概ね 0.4 以下である。）そのため再現については恒流成分との

整合に重点をおいて行った。  

 

                                                        
*8 沿岸海洋学(柳哲雄 1989 年 5 月) 
*9 日本全国沿岸海洋誌(日本海洋学会 1987 年 7 月) 
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(2) 再現の検証  

① 恒流の比較  

東流時における恒流の比較図を図  7.7 に、西流時における恒流の比較図を図 

7.8 に示す。図 7.7 および図 7.8 には、観測値が存在している第 2 層（2.0～5.0

ｍ）、第 4 層（10～30ｍ）および第 5 層（30～60ｍ）の 3 層について示した。 

計算結果の概要を以下に示す。  

（東流時）  

 St.1 および St.2 が位置する沖合の海域では上層から下層にわたり一様に東

流の傾向となっている。 

 St.4、St.5 および St.7 が位置する陸岸近くでは、新潟西港の防波堤の地形的

特長により時計回りの循環がみられ、その結果、陸岸のごく近くでは西流、

信濃川河口付近では北流となっている。  

（西流時）  

 沖合の St.1 と St.2 の上層では、観測値において St.1 で東流、St.2 で西流と

なっている。  

 陸岸近くでは、東流時と同様に時計回りの循環流が存在することによって、

岸近くで西流、信濃川河口付近で北流となっており、西流が卓越する傾向

は下層ほど顕著である。 

 

以上のように、計算結果は観測値の流れの状況がおおむね再現できていると

考える。  
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：観測値 

：計算値 
 

 

：観測値 

：計算値 
 

 

：観測値 

：計算値 
 

 

図 7.7 恒流の比較図（東流時）（計算値は大領域の格子間隔（450ｍ）ごとに間引いて表示。） 
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拡大図 St.11 

拡大図 St.4 
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排出海域 

排出海域 
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図 7.8 恒流の比較図（西流時）（計算値は大領域の格子間隔（450ｍ）ごとに間引いて表示。） 
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② 潮流楕円の比較  

潮流楕円の比較を行った調査地点図を図 7.9 に、東流時および西流時におけ

る潮流楕円の比較図を図 7.10 に示す。観測値から得られた潮流楕円は、東流時

と西流時で大きく異なっている点が特徴的である。  

これは、流れの潮流成分が前述の恒流と比較して小さいか同程度であるため、

その影響を受けているためと考えられる。通常の沿岸海域では、潮流成分は恒

流に比べて非常に大きく、卓越しており、このような特徴はほとんどみられな

い。  

潮流楕円については、排出海域近傍（St.1、St.5）において、流速が大きい

潮流楕円は概ね合っており、計算値は観測値の傾向をある程度再現していると

考える。なお、恒流成分が大きい海域であることから、潮流成分の小さい箇所

の変動は全体的な流れにほとんど影響しないと考えられる。 

 

 

 

図 7.9 潮流調査地点図（潮流楕円比較地点） 
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図 7.10（1） 潮流楕円の比較図（東流時）  

 

図 7.10（2）  潮流楕円の比較図（西流時）  
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(3) 流況計算結果 

東流時における流況計算結果を下げ潮時および上げ潮時について図  7.11 に

示した。同様に、西流時における流況計算結果を下げ潮時および上げ潮時につ

いて図  7.12 に示した。  

東流時の計算ケースにおいては、下げ潮時および上げ潮時ともに東流が卓越

している様子がうかがえる。一方で、西流時の計算ケースにおいては、下げ潮

時には東流が卓越しているが、上げ潮時には西流が卓越している。なお、昭和

60 年度～平成 11 年度の海洋投入でできた凸部近傍（p.113、参考図 新潟港（西

港地区）周辺の海底地形：平成 17 年度参照）では、当該海域が開放的な地形

であり、水深も深いため、凸部近傍とその周辺の流況に大きな相違は認められ

ない。  

海水の濁り（SS）及び海底地形（堆積厚）の予測計算は、本流況計算モデル

を用いて予測を行った。 
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図 7.11（1） 流況計算結果（東流 ,下げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 

排出海域 

排出海域 

排出海域 



 

 - 133 - 

 

 

 

図 7.11（2） 流況計算結果（東流 ,下げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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図 7.11（3） 流況計算結果（東流 ,上げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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図 7.11（4） 流況計算結果（東流 ,上げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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図 7.12（1） 流況計算結果（西流 ,下げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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図 7.12（2） 流況計算結果（西流 ,下げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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図 7.12（3） 流況計算結果（西流 ,上げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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図 7.12（4） 流況計算結果（西流 ,上げ潮時）（計算値は大領域の格子間隔ごとに間引いて表示。） 
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